
○厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成十二年厚生省告示第三十号）（抄）  
（変更点は下線部）  

改 正 案   現  行  

別表  

1 感染対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事  
業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基  
準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」とい  

う。）第142条第1項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいい、  

介護老人保健施設及び指定居宅サービス基準附則第5条第3項によ  
り読み替えられた指定居宅サービス基準第144条に規定する基準適合  

診療所であるものを除く。以下同じ。）、指定介護療養型医療施設（介  

護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第48条第1  
項第3号に規定する指定介吉蔓療養型医療施設をいう。以下同じ。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介言隻予防サービス  

等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係  
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚  
生労働省令第35号。以下「介護予防サービス基準」という。）第187  

条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業所をいい、  
介護老人保健施設及び介護予防サービス基準附則第5条第3項によ  
り読み替えられた介護予防サービス基準第189条に規定する基準適合  

診療所であるものを除く。以下同じ。）において、常時感染防止対  
策を行う場合に、指定短期入所療養介護（指定居宅サービス基準第1  

41条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）、指定介  

護療養施設サービス（法第48条第1項第3号に規定する指定介言隻療  
養施設サービスをいう。以下同じ。）又は介護予防指定短期入所療  
養介護（介護予防サービス基準第186粂に規定する指定介護予防短期  

入所療養介護をいう。以下同じ。）を受けている利用者又は入院患   

薫と妄Pいて、所定単位数を算定する8  

2 裾療対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事  
業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護  

感染対策指導管理（1日につき）  5単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事   
業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基   
準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」とい   

う。）第142条第1項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいい、   

介護老人保健施設及び指定居宅サービス基準附則第5条第3項によ   
り読み替えられた指定居宅サービス基準第144条に規定する基準適合   

診療所であるものを除く。以下同じ。）、指定介言章療養型医療施設（介   

護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第48条第1   
項第3号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）   

又は指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護予防サービス   

等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係   
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚   

生労働省令第35号。以下「介護予防サービス基準」という。）第187   

条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業所をいい、   
介護老人保健施設及び介護予防サービス基準附則第5条第3項によ   
り読み替えられた介護予防サービス基準第189条に規定する基準適合   

診療所であるものを除く。以下同じ。）において、常時感染防止対   

策を行う場合に、指定短期入所療養介護（指定居宅サービス基準第1   

41条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）、指定介   

護療養施設サービス（法第48条第1項第3号に規定する指定介護療   

養施設サービスをいう。以下同じ。）又は介護予防指定短期入所療   

養介護（介護予防サービス基準第186条に規定する指定介護予防短期   

入所療養介護をいう。以下同じ。）を受けている利用者又は入院患   

薫と；Pいて、所定単位数を算定する。  

2 裾瘡対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事   
業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護  
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じよくそう   

事業所において、常時神瘡対策を行う場合に、指定短期入所療養介   

護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護   
を・受けている利用者又は入院患者（日常生活の自立度が低い者に限   

る。）について、所定単位数を算定する。   

初期入院診療管理  250単位  

注 指定介護療養型医療施設において、別に厚生労働大臣が定める基   
準に従い、入院患者に対して、その入院に際して医師が必要な診察、   
検査等を行い、診療方針を定めて文書で説明を行った場合に、入院   

中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては、2回）を  

じょくそう   
事業所において、常時裾療対策を行う場合に、指定短期入所療養介   

護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護  

を受けている利用者又は入院患者（日常生活の自立度が低い者に限  

る。）について、所定単位数を算定する。  

3 初期入院診療管理  250単位   

注 指定介護療養型医療施設において、別に厚生労働大臣が定める基  

準に従い、入院患者に対して、その入院に際して医師が必要な診察、  

検査等を行い、診療方針を定めて文書で説明を行った場合に、入院  

中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては、2回）を  

限度として所定単位数を算定する。  

4 重度療養管理（1日につき）  120単位   

注 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護療養型医療施設におい  

て、指定短期入所療養介護又は指定介護療養施設サービスを受けて  

いる利用者又は入院患者（要介護4又は要介護5に該当する者に限  

限度として所定単位数を算定する。  

4 重度療養管理（1日につき）  120単位   

注 指定短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護を   

受けている利用者（要介護4又は要介護5に該当する者に限る。）   

であって別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して、計画   
的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を行った  

場合に、所定単位数を算定する。   

5 特定施設管理√（1日につき）  250単位   

注1指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所において、後天性免疫不全症  
候群の病原体に感染している利用者又は入院患者に対して、指定  
短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟（介護保険法施行  
令（平成10年政令第412号）第4条第2項に規定する病床により構  
成される病棟をいう。以下同じ。）において行われるもの車除く。）、  

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  

場合に、所定単位数を算定する。  
2 個室又は2人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に  
感染している利用者又は入院患者に対して、指定短期入所療養介  
護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、   

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  
場合は、所定単位数に個室の場合にあっては1日につき300単位、  

る。）であって別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して、   

計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を行  

った場合に、所定単位数を算定する。  
5 特定施設管理（1日につき）  250単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、後天性免疫不全症  
候群の病原体に感染している利用者又は入院患者に対して、指定  
短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟（介護保険法施行  
令（平成10年政令案412号）第4条第2項に規定する病床により構  
成される病棟をいう。以下同じ。）において行われるものを除く。）、  

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  
場合に、所定単位数を算定する。  

2 個室又は2人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に  
感染している利用者又は入院患者に対して、指定短期入所療養介  
護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、  

指定介吉董療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  

行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  
場合は、所定単位数に個室の場合にあっては1日につき300単位、  
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2人部屋の場合にあっては1日につき150単位を加算する。  
6 重症皮膚潰瘍管理指導（1日につき）  18単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た■指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われる  
ものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養  

病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療   
養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

を受けている利用者又は入院患者であって重症皮膚潰療を有してい  
るものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養  
上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。  

7 薬剤管理指導  350単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣  
が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け  
出たものにおいて、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  
養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービ  

ス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  
において行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患  
者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、  

週1回に限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。  
2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬  
又は注射が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関す  
る必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき所定単位数  
に50単位を加算する。  

8 医学情報提供   

イ 医学情報提供（Ⅰ）  220単位   

口 医学情報提供（Ⅱ）  290単位   

注1 イについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、  

指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介  
護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病  
棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス  
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

2人部屋の場合にあっては1日につき150単位を加算する。  
6 重症皮膚潰癌管理指導（1日につき）  18単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  

型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介言隻（老人性認知症疾患療養病棟において行われる  

ものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養  

病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療  

養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

を受けている利用者又は入院患者であって重症皮膚潰癌を有してい  
るものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養  
上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。  

7 薬剤管理指導  350単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣  
が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け  

出たものにおいて、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  
養病棟において行われるものを除く。〉、指定介護療養施設サービ  

ス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  
において行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患  
者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、  

週1回に限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。  
2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬  
又は注射が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関す  
る必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき所定単位数  
に50単位を加算する。  

8 医学情報提供  

医学情報提供（Ⅰ）  

医学情報提供（Ⅱ）  

220単位  

290単位  

注1 イについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、  
指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介  
護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病  
棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス  
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）   
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若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療   

養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用者若   
しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、別   
の診療所での診療の必要を認め、別の診療所に対して、当該利   

用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院   
患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患   

者の紹介を行った場合又は病院である指定短期入所療養介護事   

業所、指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所   

療養介護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患   
療養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サ   

ービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除   

く。）若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症   

疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利   
用者若しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づ   
き、別の病院での診療の必要を認め、別の病院に対して、当該   

利用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入   
院患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院   

患者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定する。  
2 口については、診療所である指定短期入所療養介護事業所、   

指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介   

護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病   
棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス   
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）   

若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療   

養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用者若   
しくは入院患者の退所暗君しくは退院時に、診療に基づき、病   
院での診療の必要を認め、病院に対して、当該利用者若しくは   

入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状   
況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行   

った場合又は病院である指定短期入所療養介護事業所、指定介   
護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事業   

所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお   
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人   

性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しく   
は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  

若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療   
養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用者若   
しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、別   

の診療所での診療の必要を認め、別の診療所に対して、当該利   

用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院   
患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患   
者の紹介を行った場合又は病院である指定短期入所療養介護事   
業所、指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所   

療養介護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患   
療養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サ   

ービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除   

く。）若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症   

疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利   
用者若しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づ   
き、別の病院での診療の必要を認め、別の病院に対して、当該   
利用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入   
院患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院   

患者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定する。  
2 ロについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、   

指定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介   
護事業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病   
棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス   
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）   

若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療   
養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用者若   
しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、病   

院での診療の必要を認め、病院に対して、当該利用者若しくは   

入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状   
況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行   

った場合又は病院である指定短期入所療養介護事業所、指定介   
護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事業   

所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお   
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人   

性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しく   
は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  

かふ・．   
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において行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは  
入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、診療所で  

の診療の必要を認め、診療所に対して、当該利用者若しくは入  

院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況  
を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行っ  
た場合に所定単位数を算定する。  

9 理学，療法（1回につき）   

イ灘 123単位   

口 理学療法（Ⅱ）  73単位  

において行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは  
入院患者の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、診療所で  

の診療の必要を認め、診療所に対して、当該利用者若しくは入  

院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況  
を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行っ  
た場合に所定単位数を算定する。  

9 理学療法（1回につき）   

イ 理学療法（Ⅰ）  180単位  

ロ 理学療法（Ⅱ）  100単位  

ハ 理学療法（Ⅲ）  50単位  

注1土については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し  

ているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介  
護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所  
療養介護事業所において、指定短期入所療養介護（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養  
施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるも  
のを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除ぐ。）を受けている  
利用者又は入院患者に対して、理学療法を個別に行った場合に、   
所定単位数を算定し、旦については、それ以外の指定短期入所  

療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短  
期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護（老人  
性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定介  
護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行わ  
れるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人  
性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受け  
ている利用者又は入院患者に対して、理学療法を個別に行った  

場合に算定する。  

2 理学療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3  
回（作業療法及び言語聴覚療法と併せて1日4回）に限り算定  

するものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4  
月を超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、1   
1回目以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当す  
る単位数を算定する。  

注1 イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に  

適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所  
療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短  
期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護（老人  
性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定介  
護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行わ  
れるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人  
性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受け  
ている利用者又は入院患者に対して、理学療法を個別に行った   
場合に、当卿従って、それぞれ所定単位数  

を算定し、公については、それ以外の指定短期入所療養介護事   

業所、指定介護療養型琴療施設又は指定介護予防短期入所療養  
介護事業所において、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾  
患療養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設  
サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを  
除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾  
患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用  
者又は入院患者に対して、理学療法を個別に行った場合に算定  
する。   

2 理学療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3  
回（作業療法及び言語聴覚療法と併せて1日4回）に限り算定  

するものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4  
月を超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、1   

1回目以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当す  
る単位数を算定する。  
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3 附こおいてAD」の自立等を目的とした理学療法（Ⅰ）又  
l事理学療法（Ⅱ）を算定すべき理学療法を行った場合は1回につ  

き30単位を所定単位数に加算する。  

旦 理学療法（Ⅰ）又は理学療法（町に係る別に厚生労働大臣が定  
める施設基準に適合しているものと，して都道府県知事に届け出  

た指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養  
介護事業所において、医師、看護師、理学療法士等が共同して  
リハビリテーション計画を策定し、当該リハビリテーション計  

画に基づき理学療法（Ⅰ）又は理学療法（町を算定すべき理学療  

法を行った場合に、利用者が理学療法を必要とする状態の原因  
となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院、  
診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した日又は法  
第27条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1項に基  
づく要支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、1月  
に1回を限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、  
作業療法の注4の規定により加算する場合はこの限りでない。  

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養  
介護事業所において、理学療法士等が指定短期入所療養介護又  

は指定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的  
動作能力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を  
図るための日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、  
1月に1回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただ  
し、作業療法の注5の規定により加算する場合はこの限りでな  
い。なお、当該加算の対象となる訓練及び指導を行った日につ  

いては、所定単位数は算定しない。  

旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は  
指定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤  
の理学療法士を2名以上配置し、理学療法（Ⅰ）を算定すべき理  
学療法を行った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算  

する。  

10 作業療法（1回につき）  1些畢生   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  

旦 理学療法（Ⅰ）に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適  

合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療  
養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  
て、医師、看護師、理学療法士等が共同してリハビリテーショ  
ン計画を策定し、当該リハビリテーション計画に基づき理学療  

法（Ⅰ）を算定すべき理学療法を行った場合に、利用者が理学療  

法を必要とする状態の原因となった疾患等の治療等のために入  
院若しくは入所した病院、診療所若しくは介護保険施設を退院  
若しくは退所した日又は法第27条第1項に基づく要介護認定若  

しくは法第32条第1項に基づく要支援認定を受けた日から初め  
て利用した月に限り、1月に1回を限度として所定単位数に480  
単位を加算する。ただし、作業療法の注3の規定により加算す  
る場合はこの限りでない。  

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養  
介護事業所において、理学療法士等が指定短期入所療養介護又  

は指定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的  
動作能力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を  
一 図るための日常動作の訓績及び指導を月2回以上行った場合は、  

1月に1回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただ  

し、作業療法の注5の規定により加算する場合はこの限りでな  
い。なお、当該加算の対象となる訓練及び指導を行った日につ  

いては、所定単位数は算定しない。  
旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は  

指定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤  
の理学療法士を2名以上配置し、理学療法（Ⅰ）を算定すべき理  
学療法を行った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算  

する。  

10 作業療法（1回につき）  123単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  
て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  

♭晶：   
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行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知   

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予   
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ   
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、作   

業療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。  

2 作業療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回   
（理学療法及び言語聴覚療法と合わせて1日4回）に限り算定す   

るものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を   
超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目   
以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数   

を算定する。  

行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知   

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予   

防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ   

るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、作   

業療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。  

2 作業療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回   

（理学療法及び言語聴覚療法と合わせて1日4回）に限り算定す   

るものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を   

超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目   

以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数   

を算定する。  

3 病棟等においてAD」の自立等を目的とした作業療法を算定す   

ベき作業療法を行った場合は1回につき30単位を所定単位数に加   

算する。  

旦 作業療法に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事   

業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、医師、   
看護師、作業療法士等が共同してリハビリテーション計画を策定   
し、当該リハビリテーション計画に基づき作業療法を算定すべき   

作業療法を行った場合に、利用者が作業療法を必要とする状態の   

原因となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院、   

診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した日又は法第2   

7条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1項に基づく要   
支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、1月に1回を   
限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、理学療法の   

注4の規定により加算する場合はこの限りでない。  

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介   
護事業所において、作業療法士等が指定短期入所療養介護又は指   
定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能   
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため   

の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1   
回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、理学療   

法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当   
該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単   
位数は算定しない。  

旦 作業療法に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事   

業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、医師、   
看護師、作業療法士等が共同してリハビリテーション計画を策定   
し、当該リハビリテーション計画に基づき作業療法を算定すべき   

作業療法を行った場合に、利用者が作業療法を必要とする状態の   
原因となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院、   

診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した日又は法第2   

7条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1項に基づく要   
支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、1月に1回を   

限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、理学療法の   

注3の規定により加算する場合はこの限りでない。  

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介   
護事業所において、作業療法士等が指定短期入所療養介護又は指   

定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能   
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため   
の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1   
回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、理学療   

法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当   
該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単   
位数は算定しない。   
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旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の作  
業療法士を2名以上配置して作業療法を算定すべき作業療法を行  

った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算する。  
11言語聴覚療法（1回につき）  180単位  

旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の作  
業療法士を2名以上配置して作業療法を算定すべき作業療法を行  
った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算する。  

11言語聴覚療法く1回につき）  203単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  

療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、言  
語聴覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。  
2 言語聴覚療法については、利用者又は入院患者1人につき1日  
3回（理学療法及び作業療法と併せて1日4回）に限り算定する  

ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超  
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以  

降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を  

算定する。  

3 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言  
語聴覚士を2名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、1回  
につき35単位を所定単位数に加算する。  12即 50単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準lこ適■合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除くJ、手旨定介護療養施設サーービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
榊対して、集  

団コミュニケーション療法を行った場合に、所定単位数を算定す  
皇．旦＿  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして   

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護   

療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい   

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において   
行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知   
症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予   
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、言   
語聴覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。   
2 言言吾聴覚療法については、利用者又は入院患者1人につき1日  
3回（理学療法及び作業療法と併せて1日4回）に限り算定する   

ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超   
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以   

降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を  

算定する。   

3 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指   
定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言   
語聴覚士を2名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、1回  
につき35単位を所定単位数に加算する。  
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2 集団コミュニケーション療法については、利用者又は入院患者  

1人につき1日3回に限り算定するものとする。  13働 208単位   
注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護   

（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定   

介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  

るものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用  
者又は入院患者であって摂食機能障害を有するものに対して、摂食  
機能療法を30分以上行った場合に、1月に4回を限度として所定単  
位数を算定する。  

12働 185単位   
注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介言隻事業所において、指定短期入所療養介護   

（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定  

介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  

るものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用  
者又は入院患者であって摂食機能障害を有するものに対して、摂食  
機能療法を30分以上行った場合に、1月に4回を限度として所定単  
位数を算定する。  

13 リハビリテーションマネジメント（1日につき）  25単位   

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合する指定介護療養型医療施  

設において、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病  
棟において行われるものを除く」を受けている入院患者に対して、  
理学療法、作業療法、言言吾聴覚療法又は摂食機能療法を行った場合  

に、所定単位数を算定する。  
14 短期集中リハビリテーション（1日につき）  些呈塵   

注 指定介護療養型医療施設において、指定介護療養施設サービス（老   

人性認知症摩患療養病棟において行われるものを除く。）を受けて  
いる入院患者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士が、その入院した日から起算して3月以  
内の期間に集中的に理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機  

能療法を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、この場合  
において、リハビリテーションマネジメントを算定していない場合  

ヨン（1日につき）  240単位   14 短期集中リハビリテーシ  

注 指定介護療養型医療施設において、指定介護療養施設サービス（老  

人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けて  
いる入院患者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士が、その入院した日から起算して3月以  
内の期間に集中的に理学療法、作業療法、言言吾聴覚療法又は摂食機  
能療法を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、理学療法、   

作業療法、郡吾聴覚療法又は摂食機能郵去を算定する場合は、算定  

しない。  15瑚 240単位   
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都   
道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設において、指定介護   
療養施設サービスを受けている入院患者のうち、認知症であると医   
師が判断した看であって、叫舌機能の   

改善が見込まれると判断されたものに対して、医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言吉吾聴覚士が、その入院  
した日から起算して3月以内の期間に集中的なl†ハビリテーション  

は、算定しない。  
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を個別に行った場合に、1週に3日を限度として所定単位数を算定   

払  

遁 精神科作業療法（1日につき）  220単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  
道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防  
短期入所療養介護を受けている利用者又は入院患者に対して、精神  
科作業療法を行った場合に、所定単位数を算定する。  

ロ 認知症老人入院精神療法（1週間につき）  330単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、  
指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受  

けている利用者又は入院患者に対して、認知症老人入院精神療法を  
行った場合に、所定単位数を算定する。  

遁 精神科作業療法（1日につき）  220単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  
道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介技療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防  
短期入所療養介護を受けている利用者又は入院患者に対して、精神  
科作業療法を行った場合に、所定単位数を算定する。  

遁 認知症老人入院精神療法（1週間につき）  330単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、  
指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受  

けている利用者又は入院患者に対して、認知症老人入院精神療法を  
行った場合に、所定単位数を算定する。  
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る
一
単
位
の
単
価
は
、
 
 

介
護
報
酬
単
位
の
見
直
し
案
 
 

0
 
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
 
 
 

二
十
二
号
）
 
 

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
 
 

十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
 
 

用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
 
 

）
 
及
び
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
 
 

（
平
成
十
l
一
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
 
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
 
 

大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
十
二
年
四
月
一
 
 

日
か
ら
適
用
す
る
。
 
 

一
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
 
 
 

成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
 
 
 

ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
 
 
 

省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
 
第
二
号
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
 
 
 

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
）
 
第
 
 
 

二
号
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
 
 
 

準
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
 
第
二
号
、
指
定
介
護
予
防
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
貴
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
 
第
二
号
及
び
指
定
介
護
予
防
支
援
に
要
 
 
 

す
る
費
用
の
綾
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
 
 
 

第
百
二
十
九
号
）
 
第
二
号
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
は
、
 
 

（
変
更
点
は
下
線
部
）
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特   地   

別   域   

区   区  
分   

介介介介地短短通訪訪  介介福居   
護護護護域期期所問問  護護祉宅   

予療保福密入入 り り 看  予 予用療   

防養健祉着所所ハハ護  防防具養   

訪施施施型療生 ビ ビ   福居貸管   
問設設設介養活 りリ   祉宅与理   
看サササ護介介テテ   用療  指   
護l－1老護護Il   

ン ン   
サ                                     異義  導   

ビ ビ ビ人  貸 管   
ス ス ス 福  ヨ ヨ   

t  

与理   ビ   

祉  ン ン   指   ス   

施   
設  

導   種  

入   
類  

所   

者   
生   

活   
介   

護   

十干   千   
八分   
の   

割  
∠ゝ  

千   干  凶   
四   

十
円
に
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
介
護
保
険
法
 
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
 
 

十
三
号
）
 
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
 
 

第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
同
 
 

法
第
四
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の
事
業
、
同
法
 
 

第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
第
五
 
 

十
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
 
 

、
同
法
第
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
支
援
の
事
業
を
 
 

行
う
事
業
所
又
は
同
法
第
四
十
八
条
第
一
頓
に
規
定
す
る
指
定
施
設
サ
ー
 
 

ビ
ス
等
を
行
う
介
護
保
険
施
設
が
所
在
す
る
地
域
区
分
及
び
同
表
の
中
欄
 
 

に
掲
げ
る
サ
ー
ビ
ス
種
類
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
 
 

て
得
た
額
と
す
る
。
 
 

特   地   
別   域   

区   区  
分   

介介介地地認特短短通  介介福居   
護護護域域知定期期所  護護祉宅   

療保福密密症施入入介  予 予用 療   
養健祉着着対設所所護  防防具養   

施施施型型応入療生   
設設設特介型居養活   

福居貸管  
祉 宅 与理   

サササ定護共者介介   用 療  指   
l】l施老同生護護   サ                                   具養  導   
ビ ビ ビ設人生活   貸 管   l   

ス ス ス 入福活介   与理   ビ   

居祉介護   指   ス   

者施護   
生設  

導   種  

類   
活 人   

介所   

護者   
生   

活   

介   
護   

十 干   千   
八 分   

の   
割 ∠ゝ     分    の   

千   千  【コ   

⊥   

十
円
に
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
介
護
保
険
法
 
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
 
 

十
三
号
）
 
第
四
十
l
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
 
 

第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
同
 
 

法
第
四
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の
事
業
、
同
法
 
 

第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
第
五
 
 

十
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
 
 

、
同
法
第
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
支
援
の
事
業
を
 
 

行
う
事
業
所
又
は
同
法
第
四
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
施
設
サ
ー
 
 

ビ
ス
等
を
行
う
介
護
保
険
施
設
が
所
在
す
る
地
域
区
分
及
び
同
表
の
中
欄
 
 

に
掲
げ
る
サ
ー
ビ
ス
種
類
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
 
 

て
得
た
額
と
す
る
。
 
 



特
甲
地
 
 
居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

福
祉
用
具
貸
与
 
 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
 
 

訪
問
介
護
 
 

訪
問
入
浴
介
護
 
 

通
所
介
護
 
 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

居
宅
介
護
支
援
 
 

介
護
予
防
訪
問
介
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
 
 

介
護
予
防
通
所
介
護
 
 

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
適
所
介
護
 
 

介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
支
援
 
 

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
適
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
 
 

千
分
の
千
七
 
 

十
二
 
 

特  

甲  

地  

居  
宅  

療  

養  
管   小認通訪訪機応ゼ ビ   認特短短通   
理  援開閉訪援護   規知所問問能型 りリ   知定期期所   
指  入介間   

浴護介   
模症リリ 看型通テ テ   症施入入介  

導  多対ハハ護居所Il   対設所所護  
介  護   機応 ビ ビ  宅介 シ シ   応入療生  
護   能型リリ  介護 ヨ ヨ   

型通テテ  護  ン ン   
型居養活  
共者介介  

居所Il   同生護護  

宅介 シ シ   生活  
介護 ヨ ヨ   
護  ン ン   

活介  
介護  
護   

千   五 千   十 干  
三分   

の  の   の  

千  千   千  

百   八   

福
祉
用
具
貸
与
 
 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
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